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研究ノート
現代スペイン経済社会が抱えている一つの課題
ー「水面下（地下）経済」を中心に一
? ?
義
はじめに
いまや名実ともに「ヨ＿ロッパ」の一員となったスペインの民衆は， 1982年秋以来3期
(11年）連続で政権を維持してきたフェリペ＝ゴンサレスの「社会労働党」に， 1993年6
月の総選挙では辛ろうじてトップの座を保持させたが， しかしその得票率は，最初の勝利
(350議席中202を確保させた82年の48.4彩）からほど遠い38.7%にすぎず，それに応じて
議席数も過半数をわりこみ159という苦しい結果に終わった。逆に，野党第一党に甘んじ
ることになったとはいえ「国民党」の得票率は34.8彩まで伸び，議席数も社会労働党と大
差のない141になった。かつてフランコ没後の総選挙 (1977年6月）では， 一台のタクシ
ーに全党員が乗れるほどのミニ政党＝“タクシー政党”が目白押しに名乗りをあげ，いま
もその名残をとどめているスペインにも，情勢次第では政権のやりとりが行われうる二大
政党時代がいよいよ到来したようである。
ところで， フランコ没後の現代スペイン史に偉大な功績を残した政治家として， 「民主
制」への移行を平和裡にやってのけたA.スアレスとともに． 間違いなくその名を残すで
あろうゴンサレス首相と「社会労働党」にたいするスペイン民衆の評価ないし期待も，一
昔前のそれとは様変わりしたものと認めざるを得ない。フランコ時代になおざりにされた
うえに，政治的懸案の処理に忙殺されたスアレス時代には事実上手つかずとなったため．
7呼代末以降のスペイン経済に重い課題としてのしかかった，イ）生産関連インフラおよ
び企業の近代化，口）福祉国家建設への着手．そしてハ）社会的不平等の是正にむけて．
社会労働党政権は評価すべき大きな成果を挙げたにもかかわらず，その反面で持ち越して
きた諸問題に深刻なものがあるために支持率を徐々に下げているのである丸換言すれ
1)総選挙における社会労働党の相対得票率（下院）は， 以下のように推移している。
29.3彩 (1977年）， 30.5%(79年）， 48.4%(82年）， 44.4彩 (86年）， 39.8彩 (89年）
そして今回 (1993年）の38.7彩。
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ば，イ）念願のEC加盟 (86年1月）と相前後して活性化した経済を反映しつつ，スペイ
ンは80年代後半に比較的高い成長率をふたたび謳歌し，かつ，口）「弱者にやさしい社会」
を構築した2)だけでなく，ハ）「80年代のスペインで最も明確かつ断固として推進された
社会改革は，労働市場から排除されたり労働市場との関わりにおいてとくに差別されてい
る人びとやグループの社会的保護」3)であったと評価されるにもかかわらず， まだ残され
ている問題の深刻さが，この度の総選挙でゴンザレスの社会労働党に単独で過半の議席を
占めることを許さなかったものと思われる。
第一に， 80年代後半の比較的順調な経済成長をへた後の90年段階でさえ250万人 (16形）
という「構造的な大量失業」問題が解決されていない（しかも90年代に入って再びスペイ
ン経済は低迷しはじめ， 93年1~3月期の失業は330万人・ 22彩に達している）。第二に，
運よく職にありつけたとしても， 短期の臨時雇用やパートタイムあるいは見習い (OJT
を含む）雇用の形態である確率が高い。つまり，失業問題を解決すべく84年から「労働者
憲章」を改正したうえで実施された新しい上記のようなタイプの雇用契約形態が効を奏し
て，就業者数を翌85年に250万人以上も回復させたとはいえ， 同年の就業登録者の91形強
はそうした臨時雇用であって就業機会のたらい回しにすぎず，低くて不安定な収入しかも
2)例えば， 野々山真輝帆「スペイン辛口案内」（晶文社， 1992年）の 1部を参照された
い。なお，マドリードで開かれた「所得の平等と分配」にかんするシンポジウムを報
じた「エル＝パイス」紙 (93年6月7日付・国際版）は， 「80年代に合衆国とイギリ
スで採られたネオ・リベラル（新保守主義）政策は，両国で所得分配の不平等度を高
めたのに対して，スペインの不平等度は改善された」と報じている。同紙のデータに
よれば， 80年代にスペインの最貧困層 (10彩）の所得水準は1.0彩上昇し，最富裕層
(10彩）のそれは4.2彩低下したのに対して， 合衆国とイギリスの最貧困層はそれぞ
れ8.7彩と10.7彩も所得水準の低下を余儀なくされ， 逆に両国の最富裕層の所得水準
はそれぞれさらに6.4彩と9.5彩も高まっている。
3) Alonso Zaldivar, C. y M. Castells, Espa加， finde siglo, Alianza, Madrid, 
1992, p. 141. なお，そうした社会的保護のために， 1986年4月に「総括的健康保険
法」が制定されて国民皆保険の原則が実施され，一連の社会政策を推進し統括するた
めに「社会問題（担当）省」が創設された (88年7月）。また年金についても「年金受
給の普逼化と最低退職年金の最低賃金への平準化」という 2原則の実施に加えて「非
拠出年金法」が制定された (91年1月）。 さらに， 定年後の生活条件改善と市民社会
活動への参加を意図した， ヨーロッパでも評判の高い「全国老人計画」も政府部内で
検討されているという。
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たらさなかった4)のである。第一の問題は「失業の量」に関わっているとすれば，この第
二の問題では「就業の質」が問われている。そして第三の問題としては，このいずれとも
関連する「水面下（地下）での雇用」現象が存在する。小稿では，スペインにおけるこの
「地下経済」の問題を，サントス＝ルエスガ教授の論考「経済のもう一つの側面ーースペ
インの水面下経済は如何に機能しているか」 (Ruesga,Santos M., Al otro !ado de la 
economia, Piramide, Madrid, 1988)に沿って考察することにしよう。
「水面下（地下）経済」の位置づけ
「水面下経済」は，その名が示すとおりもちろん公式の統計にはあらわれない。だが，
記録にのこらない経済活動は，問題の「水面下」での活動以外にも．①単に統計処理上の
誤りや制約のゆえに「国民経済計算」に捕捉されない活動，R麻薬密売・売春・盗品の故
買•各種の密輸などからなる「不法行為」， ③主婦の家事労働や自己消費のための家庭内
生産などのように「市場経済」の枠外で金銭の授受を伴わずにおこなわれ， したがって定
義により国民経済計算に含まれない活動が挙げられる。では， 「水面下」での経済活動に
は，何が含まれるのか。
まずその典型として，イ）それ自体は合法的行為であるが税負担の回避などを意図して
当局に申告されない生産活動 (PLND)がある。しかしこの「申告されない合法的生産」
の少なくとも一部は． 国民所得の生産・分配・支出の3局面のどこかで捕捉されるだろ
う（三面等価の原則）。．次に， 口）違法な財・サービスの生産活動が挙げられるが，これ
と上記③との違いは，直接に生産と関わりがあるか否かに求められる。最後に，ハ）国民
経済計算の概念では中間消費に分類されて（最終財サービスのみで構成される） GDPに
は計上されないが，実際は生産プロセスの最終段階にあって「隠匿された現物収入」と見
なされねばならない項目が存在する5)。こうした「水面下」活動について， スペインの各
産業で具体的にありそうな事例をまとめて示したのが表1である。以下では「申告されな
い合法的生産」を中心にして水面下での経済活動を考察するが，まず．そうした「地下経
済」をはびこらせた原因について考えてみよう。
4) Palacio Morena, J. I., "Relaciones laborales y tendencias organizativas de los 
trabajadores y de los empresarios" en ESPA.i試 Economia(nueva edici6n 
ampliada) dirigido por J. L. Garcia Delgado, ESPASA-CALPE, Madrid, 1989, 
pp. 584~585. 
5) Ruesga, Santos M., Al otro !ado de la economia, Piramide, Madrid, 1988, pp. 
20~22. 
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「水面下（地下）経済」を拡張させた要因
一般論として，経済の隠れた活動分野へ諸主体をもぐり込ませる動機としてはまず，
個人や法人にたいする租税圧力や社会保障負担の高まりと，経済活動にたいする罰則や規
制を伴った法的制限の強化が指摘される。
租税などの負担の重圧について
概してフランコ時代のスペインは，古典的な「均衡財政」と「小さな政府」を旨とする
経済政策を遂行してきたが，その反動もあって1975年~84年期のスペインにおける租税負
担（対 GDP比）の高まりは， OECD諸国のなかでもイタリア・ギリシャに次いでトッ
プクラスに属していた。そして1984年段階で，人ロ・所得・納税額の3要素を勘案して算
出された「租税負担度」 (sacrificiofiscal)でみるとスペインは， OECD諸国のなかでボ
ルトガル・トルコ・ギリシャ・アイルランドに続いて第5位にランクされた6)。 こうした
動きに並行して社会保障負担も1979年まで高い伸びを示したが， 8吟三代に入って横ばいの
推移をたどるようになった。だが，そうした安定的な動きのなかで近年，社会保障特別制
度の一部が修正された結果，特定の階層たとえば専門職・農業・自営業などの社会保障負
担はかなり強まっている。これら諸負担の増強が「非申告活動」を誘発する第一の要因と
なっているのである。
つぎに， 生産や商業活動にたいする行政サイドからの諸制約も「非申告あるいは水面
下」の経済活動を刺激することは容易に想像できるだろう。その最も顕著な事例として，
皮肉なことに， 1940年代の自給自足（アウタルキー）時代にフランコ政府が採った消費財
の徴発（供出）制度が指摘されている”。おかみの規制が強ければつよいほど，洋の東西
を問わず「庶民の知恵」もまたはたらく， ということなのだろう。
さらに，生産（労働）現場での「水面下」活動に焦点をあわせると，第三の動機が浮上
する。すなわち「規模の不経済」の発生であり，それによって生産活動の集中ではなくむ
しろ分散が有利となり，分散された一部が「水面下」での生産（労働）につながるものと
考えられる。
ところで「規模の不経済」を生じさせる要因としては，まず①エネルギー多消費型部門
における石油ショック以降のエネルギー・コストの高まりがある。こうした状況下での生
6) Ibid., pp. 77~78. 
7) Ibid., p. 72. 
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産規模の拡大は，製品コストの逓減ではなくむしろ逓増をもたらすだろう。別言すれば，
エネルギー危機によって当該生産の「最適規模」は，下方にシフトしたものと想定される
からである。同様に②巨大企業における組織の複雑化にともなう管理コストの高まりが指
摘される。この場合も，さらなる生産規模の拡大はコストの逓増を結果するものと考えら
表2 「水面下」経済を拡張させる労働者側の要因
カテゴリー 要
?
就業者
サラリーマンi家計所得の低下，家族内の失業者増，雇用の季節性，消費水準低下に対
する抵抗， 低い相対的所得水準〔若干のグループ〕， 雇用契約基準の
硬直性。
自営業者 1賃金の推移に比べて停滞した（自己）所得，家族の雇用が期待不能，低
い所得水準，税務監査が困難なこと。
農業経営者 1農業投入財コストの推移（高騰），農産物実質価格の後退， 家族の雇用
が期待不能，税務監査が困難なこと。
自由業者 1新しい所得の追求，個人実質所得の低下，社会学的要因〔専門職への憬
れ等〕，税務監査が困難なこと。
失業者
非農業部門I低い失業保険受給額，失業保険の受給期間が限られていること，低い失
業保険受給（カバー）率，家計所得の低下， 弱いコントロール（規
制），家族内の失業者増，全般にもしくは家族に対して（低い）社会
保障カバー率，社会的サービスおよび保健サ＿ビス（の不足）。
農業部門l失業保険制度の不備あるいは臨時雇用機会の欠如，低い失業保険受給
率。
非労働力人口
主婦 1家計実質所得の低下，（正規）雇用が期待不能，雇用契約基準の硬直性，
家族に対する（低い）健康保険カバー率，社会学的要因〔女性の労働
市場への参入・経済的自立・家事労働との兼業など〕
学生 1家計実質所得の低下，雇用契約基準の硬直曲家族に対する（低い）健
康保険カバー率，社会学的要因〔経済的自立・卒業後の就職が期待で
きないこと〕
年金受給者低い年金水準。
求職を諦めた 家計実質所得の低下，個人的な所得の追求。
人たち
その他 個人的な所得の減少，家計実質所得の低下，社会学的要因〔家族への責
任・経済的自立〕
出所） Ruesga, Santos, op. cit., pp. 38~39. 
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れる。さらに⑧都市圏における工業の集積や人口の集中によって発生した「外部不経済」
も考慮に入れねばならない。生産や人口の過度の集積・集中による「規模の不経済」を反
映したのが，「公害」という外部不経済のひとつの現象にほかならない8)。
こうした「規模の不経済」が作用し始めた企業では，一方で石油ショック以降相対的に
廉価になった要素＝労働力をより集約的に利用する生産方法を採用し，他方では生産活動
をより小規模の単位に分散化しようとする誘因が生ずるだろう。かくして，従来からの生
産活動が集中している地域の周辺部や域外にシフトされたより小規模な生産単位のなか
に，問題の「水面下」で活動する企業は含まれることになる。
「闇の労働市場」を出現させた第四の要因として，石油ショックを契機に発生した一一
スペインの場合はフランコ体制末期の「政治危機」により一層錯綜し深刻化した一ー経済
危機を挙げねばならない。スペイン経済が長期にわたる深刻な危機に陥った結果，上で述
べたような「大量失業」と不安定な「臨時雇用」が発生し，いまだにそうした問題は解決
されていない。このような状況下で生じた失職による所得の喪失あるいは臨時雇いによる
不安定で低い収入は，概してなんらかの社会保険の受給者でもある当事者に，代替的もし
くは補完的な所得源の確保を「社会的保護」および／もしくは「水面下での求職」という
形で迫ることになる。表2には．そうした労働者側の要因が一覧表にまとめられている。
企業サイドから見ても同じような状況が存在する。なぜなら，イ）労働生産性の上昇を
上回る賃上げ攻勢，口）貸付資金の超過需要や緊縮的（反インフレ）経済政策を反映した
金融コスト（金利負担）増，そしてハ）原燃料に代表される投入財価格の高騰，が併発し
たために危機に陥った企業は，そこから脱出するには「政府の救済」を求めるか，さもな
ければ独自の裁量で可能な唯一の方策＝労働コストの抑制策を採らねばならない。そこで
大幅かつ直裁に労働コストを削減できる方法として，正規の労働市場ではなく「水面下」
での求人を行うことにより，正規の租税や社会保障の負担を回避する途が選ばれるのであ
る。その間の事情は，企業のアンケート調査結果から読み取ることができる（表3A・B)。
要するに「経済危機」は，労使双方にとって「闇の労働市場」を有意なものにし，また
「国の社会的保護」への要求を高めることになった。こうした社会的保護の要求は，さら
に「闇の就労」を間接的に誘発する点に留意しなければならない。というのも国に対する
手厚い保護の要求は，社会的弱者の当然の主張だとはいえ，国がそれに応えようとすれば
するほど公共支出はかさみーー他の条件に変わりがなければー~公共赤字も膨らむであろ
8) Ibid., pp. 43~44. 
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表3A「水面下での求人」をおこなう理由 表3B「水面下経済」を浮上させるための措置
調査対象企業全体（アリカンテ県） 調査対象企業全体（アリカンテ県）
1人件費・社会保障費 28.4 1解雇の自由 23.4 
2租税圧力 16.2 2自由な臨時雇用契約 17.4 
3雇用契約基準の硬直性 24.2 3当該部門の再編計画 7.4 
4地下経済の存在そのもの 15.2 4技術革新を推進する金融上の便宜
9.2 
5当該活動部門の低い収益性 10.3 
5企業の整理統合 7.7 
6その他の理由 5. 7 
6社会保障負担の軽減 28.0 
7その他の措置 6.9 
合計 100.0 合計 100. 0 
そのうち水面下経済に関わりのある企業 そのうち水面下経済に関わりのある企業
1人件費・社会保障費 31.8 1解雇の自由 24.4 
2租税圧力 14.5 2自由な臨時雇用契約 20.2 
3雇用契約基準の硬直性 23.8 3当該部門の再編計画 7.1 
4地下経済の存在そのもの 15.6 4技術革新を推進する金融上の便宜 7.8 
5当該活動部門の低い収益性 10.1 
5企業の整理統合 5.5 
6その他の理由 4.2 
6社会保障負担の軽減 29.9 
7その他の措置 5.1 
合計 100.0 合計 100.0 
出所） Ruesga, Santos, op. cit., pp. 104~105. 
う。その結果，租税圧力の高まりをつうじて，すでにみたように「水面下」経済の領域が
拡がるからである。しかも，独裁者没 (1975年）後にやっと福祉国家の建設に着手できた
スペインの場合，フランコ時代の高度成長によるパイ=GDPの拡大に続いて，社会福祉
面でも生活条件が改善されるという期待を一般市民に抱かせた（そして行政の側にも政治
的社会的な理由で，その期待を裏切ることはできなかった）矢先に，大量失業を伴う長期
の「経済危機」が発生したのであった。それゆえ．一方では失職などによる所得減を補う
ため直接に，他方では社会保障充実のための租税圧力の高まりを介して間接的に， 「闇の
就労」を拡大させる誘因はとりわけ強まったものと考えられる。
最後に，「水面下」経済を誘発する社会学的な第5の要因について見てみよう。
これまでの諸要因はいずれも，直接あるいは間接的に経済的な理由によって「水面下」で
の経済活動（労働）を誘発するものであった。 しかし非経済的な理由でも「闇の労働市
場」の魅力は高まっている。具体的には「水面下の産業や家内労働における男女の待遇均
等化措置の導入・障害に起因する多数の退職者の存在・女性の家内労働へのより良い適
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応・大規模生産現場における反復的で単調な労働への訣別・自営業者や職人などの“自由
な”労働にたいするサラリーマン労働の“連携”」9)が挙げられる。
遅れて「ヨーロッパ化」したスペインに特有の事象として．経済発展に伴う女性の労働
市場への躍進と若年層の家族からの自立欲の高まりがあって，それらが彼（女）らを「産
業予備軍」として機能させ労働供給の過剰をもたらしている。言い換えると．主婦の家内
労働—それが選好されるのは，一方で正規の労働市場への女性の進出が経済危機により
再び阻害・差別されており，他方でいまもなお家事労働の大半を抱えているスペイと女性
にフルタイムの労働を継続させうる条件が熟していないからである一~ トク
イム労働をつうじて，「闇の労働市場」が拡がりを見せているのである。また， 長い経済
危機がスペイン社会にもたらした伝統的価値観の変容によって，若者の一部に「サラリー
マン労働」を拒絶する性向（フリー・アルバイター志向）も見られるという ID)。
「水面下（地下）経済」が普及している分野
スペインの高度成長プロセスをつうじて，大企業が立地する都市圏を中心に工業生産の
強い集中プロセスが生じた反面，特定の地方には広く散在する小都市を基盤にして伝統的
な製造業が維持されてきた。こうした製造業では，労働時間の配分や産業連関面で農牧畜
業としばしば緊密な関係を有する小規模な「職人的」家内工業が残存している。高度成長
の背後で，工業生産の大半を掌中におさめた少数の大企業と前近代的で職人（手工業）的
な要素を残している多数の小企業との併存＝「二重構造」が出現したのである。「水面下
の経済」が普及しているのはもちろん後者の分野であるが，それはしかしながら製造業部
門に限定されているわけではない。水面下の経済活動が普及している分野ないし空間の一
般的特徴は，①あまり資本集約的な生産方法を利用せず，しかし③少なくとも工業部門で
はある程度の熟練労働が必要とされ， ③時には高度に専門的で特殊な技術も用いられる
が，通常はよく普及した簡単な技術が利用される。さらに④設備については，概して小規
模もしくは移動可能であり，⑥生産プロセスも物理的に分割が容易である。
こうした特徴を備えている部門としては，イ）農業，口）消費財工業〔食品・繊維・ア
パレル・皮革•履物・その他〕， ハ）建設業・商業・ホテル業，そして二）広範なサービ
ス産業〔事業内容からみて自営業などの小規模経営が適合している，たとえば自動車等の
9) Ibid., p. 38と p.40. 
10) Ibid., p. 40. 
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修理・企業向けサービス・家庭内サービス・私的な教育など〕が挙げられる 11)。
具体的にスペインの産業を25部門に分けて，水面下の「非正規」経済の実態を明らかに
したデータによると，調査対象となった1032万8000人の就業者のうち「非正規」な就労状
態にある者は225万8000人で，その比率は平均21.9彩に達している (1986年）。そのうち，
この比率を超えている部門だけを列挙すると， 農業・牧畜・狩猟・漁業 (30.9彩）， 繊維
(23.4彩），アバレル (42.9彩），皮革 (32.0彩），履物 (37.8彩）， 商業 (24.9%), ホテ
ル業 (26.1彩），個人向けサービス (34.5彩），そして家庭内サービス (60.4彩）となって
いる。なお，食料・飲料・タバコ (17.6彩），建設業 (18.7彩），自動車等の修理業 (16.2
彩）．企業向けサービス (15.8彩），そして教育・研究 (20.4彩）でも高い比率が記録され
ている12)。
地域的な拡がりを見てみると「水面下の経済」が比較的多く展開されているのは，イ）
公式の統計で低い労働力率と高い失業率が記録されているアンダルシア (35.8彩）・カナ
リア諸島 (25.7%)・エストレマドゥラ (30.9彩）や，口）相対的に農業のウエートが大
きいカスティーリャ＝ラマンチャ (36.9彩）， ハ）農業部門が伝統的に消費財工業と強く
結びついているムルシア (37.5彩）。さらに， 二）観光業・ホテル業・商業などが相対的
に重要なウエートを占めている地方（例えば，バレンシア=27.7彩）と，ホ）重工業に比
べて軽工業が重要な位置を占めている地方（例えば，カタルーニア=27.1彩）が指摘され
る。その反面，工業の集中度や労働力率がいずれも高く公共部門の存在も大きな地方，た
とえばマドリード (17.7彩）・バスク (19.1彩）・アストゥリアス (19.3彩）などは，相対
的にみて「水面下の経済」が希薄である13)。
つぎに，ルエスガ教授が詳細に調査されたバレンシア州の事例を紹介しておこう。
バレンシア州における「水面下経済」
まず， 1981年の家計予算調査に基づく表4から明らかなように，家計の支出と貯蓄の合
計は，スペイン全体・バレンシア州・アリカンテ県のいずれの場合も，一見奇妙なことに
11) Ibid., p. 90と p.93. 
12) Ibid., p. 97, Cuadro 7. 3 
13) Ibid., pp. 93~95。なお，（）の数値は．各自治州の「水面下」雇用／総雇用比率を
示しており，列挙された自治州以外で全国平均 (27.1彩）を超えているのはガリシア
(30.3彩）だけである。
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表4 平均所得・支出・貯蓄
la)平均支出 b)平均貯蓄 c)平均所得 (a+b)/c 
スペイン全体 879,251 15,010 768,469 116.37彩
バレンシア州 854,824 -211 756,958 112. 90 
アリカンテ県 897,004 13,348 771,833 117. 95 
出所） Ruesga, Santos, op. cit., p. 120. 
表5 雇用庁の監査によって明らかにされた非正規性
スペイン バレンシア州 アリカンテ県
1983年 1984年 1983年 1984年 1983年 1984年
上半期上半期 上半期上半期 上半期上半期
1監査対象企業 57,881 54,497 5,182 6,151 2,351 2,491 
2告発された企業 15,474 12,781 1,797 1,510 999 801 
3⑫ /1〕形 26.7 23.5 34.7 24.5 42.5 32.2 
4非正規性のタイプ（全告発件数に対する比率彩）＊
不正解雇（失業） 14.8 19.4 18.7 
雇用面で不正 65.4 46.6 59.6 
ボーナス面で不正 19.3 18.2 27.0 
社会保障面で不正 56.0 73.6 75.0 
その他の面で不正 13.9 14.3 13.0 
＊合計が 100%を超えているのは， 雇用庁による複数の告発理由を一つにま
とめて上記の各タイプの非正規性に表示されているためである。
出所） Ruesga, Santos, op. cit., p. 123. 
表6 雇用における非正規性の産業別指標＊
スペイン バレンシア州
農業 42.1 
工業 27.2 
その他製造業 26.1 
建設業 19.9 
サービス 26.8 
商業・ホテル業・修理業 38.9 
その他サービス 28.1 
分類不能 32.1 
全体 27.1 
＊非正規性の指標＝非正規就労者数／全就業者数
出所） Ruesga, Santos, op. cit., p. 122. 
36.0 
26.8 
22.8 
35.8 
24.9 
27.7 
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その収入を超えていた。これは，同調査では公式に申告されない「隠された」収入の存在
を端無くも示している。こうした「水面下」での経済活動は，スペイン雇用庁 INEMの
監査結果にも現れている（表5)。たとえばアリカンテの場合， 1984年下半期のデータで
は32彩もの企業が， 表の下欄に列挙されたような雇用や社会保障に関わる「非正規性」
(irregularidad)により告発されている。表6は，そうした雇用面での「非正規」な就業
者が全就業者に占める比率を，スペイン全体とバレンシア州について産業別に明らかにし
ている。
表3Aで例示されたような動機で「闇の労働市場」に現れる一一逆に，表3Bのような
措置が採られれば「水面上」に浮上するという一ー企業は，概して小規模でしかも労働集
約的生産方法を採っている。したがって比較的多量の労働を必要とするのであるが，そう
した需要に応える「闇の労働者」は，表2の一覧表から明らかなように，イ）失業者〔失
業保険の非受給者のみならず受給者を含む〕， 口）正規の就業機会を持ちながら並行して
「闇で」働いている者，ハ）公式には非求職者（非労働力人口）として扱われる家庭の主
婦や学生・末成年者（児童）など，から構成される。実証研究によれば， 「水面下」で労
働を供給しているグループの大半は． 公式に失業中と見なされている者（イ）ではなくむし
ろ，長い深刻な不況のもとで「求職意欲を喪失」して非労働力人口と見なされている人た
ち料なのである叫
そうした「闇の」労働者の賃金など労働条件にかんする実態調査によれば，総生産の約
30.6%が「水面下」で遂行されているアリカンテ県の履物産業の場合，闇の労働者にたい
する賃金支払いは正規の労働者に比べて23.5%も低かった〔したがってその製品価格も，
正規のそれより15彩安くあがった〕15)。
もう少し詳しくみると闇の労働者には，総労働コストの8.1彩に相当する年功による昇
給分と各種手当は支給されない。もちろん社会保障関連費用も不要であって．これは使用
者側に総労働コストの22彩分と労働者側にも 6彩分の「節約」を可能にした。さらに，正
規の労働者なら支払われる危険手当や夜間手当など（同5.9彩相当）の他におそらく時間
外労働手当も支払われていない。かくして企業側は，「闇で」安く雇った労働者一人当た
りにつき労働コストの約40彩も不法に「節減」しているのである。他方， 「闇の」労働者
側では，平均20%余りも安い賃金で一日 10.5時間を超える長時間労働を（概して時間外
14) Ibid., p. 110. 
15) Jbid., p. 142. 
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表1 バレンシア州における「並行」労働市場の存在（雇用庁による）
I該当する所在地 l産業部門 i企業のタイプ 1関与しているグループ
アリカン エルダ・エルチ その他製造業・ 従業員25名以下 保険受給中の失業者
テ県 :r.. アルコイ・ 建設業・商業・ の零細企業 未成年者（児童）
ベニドルム ホテル業 その他
カステリ マエストラスゴ 農業・鉱産物の 従業員百名以下 保険受給中の失業者
ョン県 地方・プラナ＝ 採掘と加工・建 の中小企業 保険非受給の失業者
スール地方など 設業・商業・ホ 末成年者（児童）
テル業 その他
バレンシ 海岸地方・バレ その他製造業・ 従業員10名以下 保険受給中の失業者
ア県 ンシア＝カステ 建設業 の零細企業 保険非受給の失業者
リャナ地方・バ
レンシア市城
出所） Ruesga, Santos, op. cit., p. 125. 
手当なしで）行っている結果，正規の労働者なら源泉徴収されるはずの「所得税」などを
含む純（手取り）年収は，そうした普通の労働者と大差がないという 16)。
表1は，そうした「闇の労働市場」の実態をバレンシア州について示した貴重なデータ
である（ただし，原資料が雇用庁のものである関係から「失業者」の存在が前面に出てお
り，調査対象外である非求職者＝非失業者の主たる活躍の場である「家内労働」が十二分
に把握されていないきらいがある）。
「水面下」活動の経済・社会的影響について
以上の簡単な考察から，われわれはいくつかの結論を引き出すことができる。
第一に「地下経済」の存在を考慮に入れるならば，公式発表の失業率は失業の実態を過
大評価するものであると言わざるを得ない。 1985年の政府の「生活条件と労働に関するア
ンケート調査」でも，就業人口の20彩から30彩の人びとが何らかの形で「水面下」の就業
機会に与かっていた点が指摘されている17)。これらの少なからざる労働者を形式的に分類
すれば，すでに見たようにイ）失業者，口）並行して「闇」でも働いている正規の被雇用
者，ハ）非求職者であり従って非労働力人口として扱われる人たちに分けられる。そのな
16) Ibid., pp. 168~169. 
17) Alonso Zaldivar, op. cit., p. 125. 
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かで「水面下」での就労を捕捉して統計に計上すると，失業率に影響が現れるのは，イ）
労働力人口を構成する失業者と，ハ）非労働力人口と見なされている人たちである。
失業者数／労働力人口..,(a)の比率で示される「失業率」の定義から明らかなように，
公式には「失業者」とされながら実際には「闇で」働いている（イ）のグループを考慮に入れ
ることによって失業率は，定義式aの分子がそれだけ減じられるために，低下する。同様
に，実際には就労しているy、)のグループを「非労働力人口」とは見なさず労働力人口に数
えると，定義式aの分子＝失業者数を不変にしたままで，分母＝労働力入口を増やすこと
によって，失業率は（イ）の場合ほど大幅ではないけれども低下する。したがって失業の実態
は，公式発表の数値を少なくとも10彩から20彩ほど割り引いたものであると考えるのが妥
当ではないかと思われる。スペインを訪れた者ならすぐに気付くことであるが，高い公式
の失業率から予期されるような「暗さ」が，あの社会には感じられないのである。ともあ
れ，これに関連して国内総生産GDPの公式統計も，上記口）並行（兼職）労働者の存在
に象徴されているように， 「地下経済」活動を期酌すれば上方修正されることになるが，
その値は70年代末から8吟三代初めで，約1形から 2.5%であったと推計されている18)。
第二に．公式発表されているインフレ率も， 「地下経済」の存在を考慮に入れると下方
修正されるであろう。「水面下」で生産している企業は， すでに見たように「闇で」安い
労働力を雇えるだけでなく租税や社会保障などの負担も回避している。それゆえかなり廉
価に製品をつくることができるはずであるが， しかしその取引相手は必ずしもすべて水面
下の経済主体ではないー一近年，非申告部門からの供給（下請契約）をつうじてコスト削
減を図ろうとする正規の（水面上にある）大企業の存在が，水面下経済を拡散するもうひ
とつの基本的な要因となっている19)ー 一ために，地下経済での安い製品は「水面上」に現
れて，ありのままに把握されて統計に示されるだろう。しかし少なくとも製品の一部は
「闇から闇へ」取り引きされ，その製品の安さが公式のインフレ率には反映されないもの
と考えられる。もし，こうした影響が無視しえないものであれば，公式のインフレ率を用
いてなされる賃金交渉や年金等のスライド制には，インフレ・バイアスが内包されている
点にも留意しなければならない。
最後に「地下経済」の存在は，かつて農村のとりわけ大家族制のもとで失業者が偽装さ
18) Ruesga, Santos, op. cit., p. 89. GD Pの上方修正に応じて， もちろん経済成長率も
同じ方向に修正されるであろう。
19) Ibid., p. 96. 
134 
現代スペイン経済社会が抱えている一つの課題（楠） 443 
れ保護されたように，現在のスペイン社会において経済危機にたいする一種のショック・
アプソーバー（緩衝材）の役割を果たしている。 1980年代に社会労働党政権のもとで精力
的に取り組まれた「経済調整」とその後の「経済回復」にもかかわらず，依然として大規
模な「失業の量」と不安定な「就業の質」が問われている現在，平均的なスペイン市民に
は端的に言って「非正規の雇用でも，雇用がまったく無いよりはまし」なのである。スペ
インの「地下経済」は，いわば「必要悪」として社会的に寛容な態度で受けとめられてい
ると言えよう。もちろん，法の網をかいくぐるような「闇の世界」はないに越したことはな
い。しかしより根本的には， 「地下経済」を拡散させた諸原因を解消することが先決であ
る。とりわけ労働市場にあらわれた深刻な「失業問題」の打開と硬直的な「諸規制」の更
なる緩和が要請されているものと思われる。つまり，失業の量のみならず雇用の質を改善
するだけでなく，フランコ時代の残滓をおそらく最も色濃く残している労働市場に「市場
の諸力」を自由に作用させる場が導入されたとき．はじめて「闇の労働市場」は姿を消す
ことになろう。 (1993.6.26) 
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